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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成15年11月17日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成15年12月19日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元    100株）

1. 15年 9月期の業績（平成14年10月 1日～平成15年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月期       53,295     5.4       3,393   △23.4       4,050   △21.9

14年 9月期       50,583    △4.1       4,432   △34.8       5,184   △25.0

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 9月期        1,801   △29.3         25.77         23.55     3.8     3.8     7.6

14年 9月期        2,548     6.3         37.72         34.86     5.5     4.9    10.2

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月期     67,761,636株 14年 9月期     67,550,864株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
15年 9月期          10.00          5.00          5.00         676    38.8     1.4

14年 9月期          10.00          5.00          5.00         675    26.5     1.4

(注 )15年 9月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月期      104,654      48,117     46.0         714.50

14年 9月期      106,369      47,264     44.4         698.88

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月期     67,266,800株 14年 9月期     67,628,830株
2.期末自己株式数 15年 9月期        783,578株          1,077株14年 9月期

2. 16年 9月期の業績予想 （平成15年10月 1日～平成16年 9月30日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       28,400       1,650       1,050          5.00－ －

通 期       57,600       4,250       2,700－           5.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          40円 14銭
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１．貸 借 対 照 表         

（単位：百万円）

当事業年度
(平成 15年９月 30 日現在)

前事業年度
(平成 14年９月 30 日現在)

増 減    期 別    

科 目    金 額    構成比 金 額    構成比 増減額 増減率

【資 産 の 部        】
％ ％ ％

Ⅰ流 動 資 産

１．現 金 及 び 預 金
２．受 取 手 形
３．売 掛 金
４．商 品
５．製 品
６．原 材 料
７．仕 掛 品
８．貯 蔵 品
９．前 払 費 用
10．繰 延 税 金 資 産
11．未 収 入 金
12．そ の 他
13．貸 倒 引 当 金

44,591

12,877
 2,856
16,342
    20
 1,236
 2,131
 6,246
   662
    28
 1,116
  681
   413
△    20

 42.6 49,365

18,988
 2,905
15,527
    26
 1,650
 2,418
 5,887
   480
    50
   815
   583
    98
△    66

 46.4 △4,774

△6,110
△  49
814

 △    6
△  414
△  287
   358
    182
△   21
301
    97
314
    45

△9.7

Ⅱ固 定 資 産

(１)  有 形 固 定 資 産
１．建 物
２．構 築 物
３．機 械 及 び 装 置
４．車 両 運 搬 具
５．工具、器具及び備品
６．土 地
７．建 設 仮 勘 定

60,063

41,970

16,252
   391
 9,104
    27
 3,412
11,703
 1,079

 57.4

 40.1

57,004

42,867

17,383
   445
 8,941
    34
 3,305
11,260
 1,496

 53.6

 40.3

 3,059

 △  896

 △1,130
△ 　54
 162
△    6
   107
    443
△  417

5.4

 △2.1

(２)  無 形 固 定 資 産
１．特 許 権
２．ソ フ ト ウ ェ ア
３．そ の 他

   329
    95
   217
    16

  0.3    278
    29
   230
    17

  0.3 51

65
△ 　13
△    0

 18.5

(３)  投資その他の資産
１．投 資 有 価 証 券
２．関 係 会 社 株 式
３．出 資 金
４．関係会社出資金
５．長 期 貸 付 金
６．繰 延 税 金 資 産
７．投 資 不 動 産 等
８．そ の 他
９．貸 倒 引 当 金

17,763

 3,334
 6,063
    12
 1,310
    11
 3,454
 2,870
   721
△    17

 17.0

   
13,858

 1,576
 5,122
    12
 1,310
    11
 3,934
 1,182
   725
△    17

 13.0

   
 3,904

1,758
941
0
―
    ―
 △　479
   1,688
 △　　4
△    0

  28.2

資 産 合 計          104,654 100.0 106,369 100.0 △1,715  △1.6
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（単位：百万円）
当事業年度

(平成 15年９月 30 日現在)
前事業年度

(平成 14年９月 30 日現在)
増 減    期 別    

科 目    金 額    構成比 金 額    構成比 増減額 増減率

【負 債 の 部        】
Ⅰ流 動 負 債

１．支 払 手 形
２．買 掛 金
３．短 期 借 入 金

20,275

 6,299
 1,985
 1,100

％
 19.4 21,247

 5,933
 1,736
 2,000

％
 20.0 △   971

366
249

△   900

％
△4.6

４．一年以内償還
      転 換 社 債      308 415 △   107

５．一年以内返済予定
　　　　　長期借入金 2,487 3,420  △   933

６．未 払 金
７．未 払 費 用
８．未 払 法 人 税 等
９．前 受 金
10．預 り 金
11．賞 与 引 当 金
12．設備購入支払手形
13．社 内 預 金
14．そ の 他

 1,121
   498
   675
   211
    67
 1,933
 2,918
   657
    12

 1,214
   245
 1,048
   232
    62
 1,962
 2,397
   573
     4

△    93
253

△   373
△    20
4

△    29
520
83
7

Ⅱ固 定 負 債

１． 転 換 社 債
２．長 期 借 入 金
３．退職給付引当金
４．役員退職慰労引当金

36,261

19,110
 6,532
 9,316
1,303

 34.6 37,857

19,456
 8,999
 8,534
868

 35.6 △ 1,596

△   346
△ 2,467
782
434

△4.2

負 債 合 計          56,537  54.0 59,105  55.6 △ 2,567 △4.3

【資 本 の 部        】
Ⅰ資 本 金

Ⅱ資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
Ⅲ利 益 剰 余 金

１．利 益 準 備 金
２．任 意 積 立 金
３．当期未処分利益
Ⅳその他有価証券評価差額金

Ⅴ自 己 株 式

15,925

15,640

15,640
17,229

   695
14,130
  2,403
   712

△ 1,390

15.2

 14.9

 

 16.5

 0.7

△ 1.3

    
15,700

15,415

15,415
16,160

695
12,315
  3,149
△ 9

△ 3

  

 14.8

 14.5

 15.1

△ 0.0

△ 0.0

   224

   224

   224
1,068

―

1,814
△   746
    722

△ 1,387

  1.4

  1.5
  
  6.6

―

―

資 本 合 計          48,117  46.0 47,264  44.4 852    1.8

負 債 ・ 資 本 合 計          104,654 100.0 106,369 100.0  △ 1,715   △1.6

（注）注記は別記しております。
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２．損 益 計 算 書         

（単位：百万円）
当事業年度

（14．10．１～15．９．30）
前事業年度

（13．10．１～14．９．30）
増 減      

  期 別   

科 目   金 額    百分比 金 額    百分比 増減額   増減率

Ⅰ 売 上 高            

Ⅱ 売 上 原 価            
   売 上 総 利 益            
Ⅲ 販売費及び一般管理費            

53,295

30,774
22,521
19,127

     ％
 100.0
  57.7
  42.3
 35.9

50,583

28,633
21,950
17,517

     ％
 100.0
  56.6
  43.4
 34.7

 2,711

2,140
571
1,609

    ％
   5.4

   7.5
   2.6
9.2

   営 業 利 益             3,393    6.4  4,432    8.7 △ 1,038   △23.4
Ⅳ 営 業 外 収 益            

1. 受 取 利 息            
2. 受 取 配 当 金            
3. 投資不動産等賃貸収入            
4. 為 替 差 益            
5. そ の 他            

 1,276

 6
   773
   264
   ―
232

   2.4  1,209

 26
   476
   257
   235
214

   2.4   67

△   20
297
6

△　235
18

 5.6

Ⅴ 営 業 外 費 用            

1. 支 払 利 息            
2. 社 債 利 息            
3. 投資不動産等に係る諸費用
4. 為 替 差 損
5. そ の 他            

   619
   256
    42
   213
102
     4

1.2    457
   286
    52
   115
―
     3

0.9   161
△   30
△   10
 98
102
1

 35.3

   経 常 利 益             4,050   7.6  5,184   10.2 △1,133   △21.9
Ⅵ 特 別 利 益            

1. 固 定 資 産 売 却 益            
2. 補 助 金 収 入            
3. 貸 倒 引 当 金 戻 入 額            
4. そ の 他

    105

     32
     22
 44
6

   0.2     3

     3
     ―
 ―
―

   0.0 102

29
22
44
6

3187.3

Ⅶ 特 別 損 失            

1. 固定資産売却及び除却損            
2. 固 定 資 産 圧 縮 損            
3. 投 資 有 価 証 券 評 価 損            
4. 関 係 会 社 株 式 評 価 損
5. 過年度役員退職慰労引当金繰入額
6. そ の 他            

 735
   98
21

     32
 216
    364
 1

   1.4  915
   176
―

     364
―
 364
    10

   1.8 △  180
△   77
21

△  332
216

  △    0
△　　9

  △19.7

税 引 前 当 期 純 利 益            

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額            

 3,421
 1,946
  △   326

   6.4

3.6
△0.6

 4,271
 2,604
  △   881

   8.4

5.1
△1.7

△　85 0

△　658
555

△19.9

当 期 純 利 益            

前 期 繰 越 利 益            
 1,801
   942

   3.4

   

 2,548
   939

   5.0

   

△　74 6
2
  △29.3

中 間 配 当 額               339    337 　　2

当 期 未 処 分 利 益             2,403  3,149 △　74 6   △23.7
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３．利 益 処 分 案          
 

（単位：百万円） 

期 別    
 
科 目    

当事業年度 
平成１５年９月期 

前事業年度 
平成１４年９月期 

増 減 額     

 
Ⅰ  当 期 未 処 分 利 益            
Ⅱ  任 意 積 立 金 取 崩 額 
特別償却準備金取崩額 
合 計      

 
これを次のとおり処分いたします。 
 
１．配 当 金            
 
２．役 員 賞 与 金            
（うち監査役賞与金         ） 
３．任 意 積 立 金            
（１）特 別 償 却 準 備 金          
（２）別 途 積 立 金          
合 計      

Ⅲ  次 期 繰 越 利 益            
 

 
2,403 
 
   47 
2,450 
 
 
 
  336 

（１株につき５円） 
   55 
（  6 ） 
 
   16 
1,100 
1,508 
  942 

 
3,149 
 
   85 
3,235 
 
 
 
  338 

（１株につき５円） 
   55 
（  6 ） 
 
   ― 
1,900 
2,293 
  942 

 
△ 746 
 

△   38 
△ 784 
 
 
 

△  1 
 
― 
（―）
 
16 

△ 800 
△ 784 
0 

  
（注）１．中間配当の実施状況は次のとおりであります。 
                                       （当 期    ） （前 期    ） 
    中 間 配 当 金                       339 百万円 337 百万円 

        ５円 00 銭 ５円 00 銭 
２．特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づく積立額および取崩額であります。 
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（重 要 な 会 計 方 針        ）

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 ………… 総平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの ………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております）
時価のないもの ………………………… 総平均法に基づく原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、原材料、仕掛品 ………… 総平均法に基づく原価法
貯蔵品 …………………………………… 最終仕入原価法に基づく原価法
３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産及び投資不動産等
有形固定資産及び投資不動産等の減価償却方法は定率法を採用しております。なお、主な耐
用年数は建物が３年～５０年、機械装置が４年～１０年であります。
（２）無形固定資産及び投資その他の資産（長期前払費用）
ソフトウェア以外の無形固定資産及び投資その他の資産（長期前払費用）の減価償却方法は、
定額法によっております。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償
却額と、残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上
しております。
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
５．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
（２）賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

（３）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
数理計算上の差異につきましては、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（１０年）による定額法により、翌期から費用処理することにしております。
（４）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

６．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
きましては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
７．ヘッジ会計の方法
外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては、振当処理を行っております。
また、外貨建の予定取引の為替リスクヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。
８．消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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（会 計 方 針 の 変更）

（１） 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準の適用
当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を
適用しております。なお、この変更が損益に与える影響は軽微であります。
なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については改正
後の財務諸表等規則により作成しております。

（２）１株当たり情報に関する会計基準の適用
当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当
たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用してお
ります。
この変更による影響は「注記事項（１株当たり情報）」に記載しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）
当 事 業 年 度

（平成１５年９月３０日現在）
前 事 業 年 度

（平成１４年９月３０日現在）

１．関係会社に対する主な資産・負債
区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれ
ている関係会社に対する主なものは次のとおり
であります。
    
売 掛 金             ５，３８５百万円

１．関係会社に対する主な資産・負債
区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれ
ている関係会社に対する主なものは次のとおり
であります。
    
売 掛 金             ６，１３６百万円

２．有形固定資産
（１）減価償却累計額       ５２，２９１百万円

（２）有形固定資産のうち担保に供している資産
は次のとおりであります。
①  工 場 財 団               ５，３７７百万円
②  土地・建物                   　  ８

上記に係る債務は次のとおりであります。
一年以内返済予定       ２３７百万円
      長期借入金     （２３７）
長 期 借 入 金           　　９７２
                 　　（９７２）
なお、上記（   ）内数字は内数であり、工
場財団設定に係る債務であります。

（３）国庫等補助金により取得した資産につき取得
価額から控除されている圧縮記帳額は次のと
おりであります。
建 物                  ４６百万円
機 械 及 び 装 置                ２１４
工具、器具及び備品       １３９

なお、車両運搬具の圧縮記帳額は、百万円未
満のため記載を省略しております。

３．投資不動産等の内訳は次のとおりであります。

建 物            １，４１８百万円
構 築 物                  ５９
工具、器具及び備品   １，１６４
土 地                  ３０
建 設 仮 勘 定                １９８

        計           ２，８７０

なお、上記資産の主な賃貸先は、静岡県浜松市
及び財団法人浜松光医学財団であります。

２．有形固定資産
（１）減価償却累計額       ４７，４３４百万円

（２）有形固定資産のうち担保に供している資産
は次のとおりであります。
①  工 場 財 団              ６，２６４百万円
②  土地・建物                    ４１

上記に係る債務は次のとおりであります。
一年以内返済予定       ３１０百万円
      長期借入金     （３１０）
長 期 借 入 金           ２，４５９
                 （２，３５９）
なお、上記（   ）内数字は内数であり、工
場財団設定に係る債務であります。

（３）国庫等補助金により取得した資産につき取得
価額から控除されている圧縮記帳額は次のと
おりであります。
建 物                  ４６百万円
機 械 及 び 装 置                ２２１
工具、器具及び備品       １１９

なお、車両運搬具の圧縮記帳額は、百万円未
満のため記載を省略しております。

３．投資不動産等の内訳は次のとおりであります。

建 物                １９１百万円
構 築 物                    ３
工具、器具及び備品       ２０９
土 地                  ３０
建 設 仮 勘 定                ７４７

        計           １，１８２

なお、上記資産の主な賃貸先は、静岡県浜松市
であります。
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当 事 業 年 度
（平成１５年９月３０日現在）

前 事 業 年 度
（平成１４年９月３０日現在）

４．偶発債務
次の関係会社について、金融機関からの借入れ
に対し債務保証を行っております。

㈱光ケミカル研究所　　　　７２０百万円
北京浜松光子技術有限公司　４００
浜松電子プレス㈱　　　　　１０１
　　　　　計　　　　　１，２２１

４．偶発債務
次の関係会社について、金融機関からの借入れ
に対し債務保証を行っております。

㈱光ケミカル研究所　　　　７６８百万円
北京浜松光子技術有限公司　１００
浜松電子プレス㈱　　　　　　９９
　　　　計　　　　　　　　９６７

５．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数
授権株式数　　　普通株式　250,000,000 株
発行済株式総数  普通株式　 68,050,378 株

当期中において発行済株式総数が420,471 株
（普通株式）増加したのは、転換社債の転換
によるものであります。

６．自己株式
当社の保有する自己株式の数は、普通株式
783,578 株であります。

７．配当制限
（１）

（２）商法施行規則第１２４条第３号に規定する
資産に時価を付したことにより増加した純
資産は７１２百万円であります。

５．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数
授権株式数　　　普通株式　250,000,000 株
　　発行済株式総数  普通株式　 67,629,907 株
　　
当期中において発行済株式総数が 186,811 株
（普通株式）増加したのは、転換社債の転換
　　によるものであります。

６．自己株式
　　当社の保有する自己株式の数は、普通株式
　　1,077 株であります。

７．配当制限
（１）第 1 回無担保転換社債（平成６年 12 月 19
日発行）の募集委託契約により、次の配当
制限が付されております。
①　本社債の未償還残高が存する限り、本社債
の払込期日の属する決算期以降の配当累計
額が、監査済の損益計算書（財務諸表等規
則による）に示される経常損益から法人税
及び住民税を控除した額の累計額に 15 億
円を加えた額を超えることとなるような配
当は行わない。
② 商法第２９３条ノ５第１項に基づき、中間
配当制度を設けるための定款変更をした場
合において、上記①の配当には、中間配当
を含むものとする。この場合、中間配当は
各直前決算期の配当とみなす。

（２）
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（損益計算書関係）

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

（
自  平成１４年１０月１日
至  平成１５年９月３０日

） （
自  平成１３年１０月１日
至  平成１４年９月３０日

）

１．関係会社との主な取引
各科目に含まれている関係会社との主な取引
の金額は次のとおりであります。
売 上 高            １６，３８２百万円
受 取 配 当 金                  ７５２

２．有形固定資産の減価償却実施額
６，１７４百万円

３．研究開発費は一般管理費として表示してお
り、その総額は８，１１３百万円であります。

４．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま
す。
機 械 及 び 装 置         ０百万円
工具、器具及び備品       ３１
計                ３２

５．固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおり
であります。
　（固定資産売却損）

建 物                  ６百万円
機 械 及 び 装 置                  １
車 両 運 搬 具　　　　 ０
工具、器具及び備品         ５
        計               １４

（固定資産除却損）
建 物　　　　 ４百万円
構 築 物　　　　 ９
機 械 及 び 装 置　　　 ２９
車 両 運 搬 具　　　 　０
工具、器具及び備品　　　 ３８
建 設 仮 勘 定　　　 　２
　　　　計　　　　　　　 ８４

１．関係会社との主な取引
各科目に含まれている関係会社との主な取引
の金額は次のとおりであります。
売 上 高            １６，２３６百万円
受 取 配 当 金                  ４６０

２．有形固定資産の減価償却実施額
５，７２９百万円

３．研究開発費は一般管理費として表示してお
り、
その総額は７，１３７百万円であります。

４．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま
す。
工具、器具及び備品         ３百万円

                計                 ３

５．固定資産売却及び除却損の内訳は次のとおり
であります。
建 物                ９７百万円
機 械 及 び 装 置                ２２
工具、器具及び備品       ３２
建 設 仮 勘 定                ２３
        計             １７６

固定資産売却及び除却損のうち固定資産売却
損は車両運搬具に係るものであります。
なお、固定資産売却損は百万円未満のため、
記載を省略しております。
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（リース取引関係）

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

（
自  平成１４年１０月１日
至  平成１５年９月３０日

） （
自  平成１３年１０月１日
至  平成１４年９月３０日

）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額
（工具、器具及び備品）
取 得 価 額 相 当 額                ７０４百万円
減価償却累計額相当額      １９５
期 末 残 高 相 当 額                ５０８

２．未経過リース料期末残高相当額
１ 年 以 内                  １２０百万円
１ 年 超                  ３８８

       計                 ５０８

取得価額相当額および未経過リース料期末残高
相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める
その割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料                    ７２百万円
減価償却費相当額            ７２

４．減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額
（工具、器具及び備品）
取 得 価 額 相 当 額                ３２５百万円
減価償却累計額相当額      ２６５
期 末 残 高 相 当 額                  ５９

２．未経過リース料期末残高相当額
１ 年 以 内                    ３５百万円
１ 年 超                    ２４

       計                   ５９

取得価額相当額および未経過リース料期末残高
相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める
その割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料                    ５０百万円
減価償却費相当額            ５０

４．減価償却費相当額の算定方法
同　　左

（有価証券関係）

前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

当 事 業 年 度
（平成１５年９月３０日現在）

前 事 業 年 度
（平成１４年９月３０日現在）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金限度超過額    2,849百万円
賞与引当金限度超過額          656
減価償却費限度超過額          593
役員退職慰労引当金限度超過額  517
その他有価証券評価差額        137
未払社会保険料否認額　　　　　101
前払委託研究費                 91
未払事業税否認額               90
その他                         98
繰延税金資産合計      5,136

繰延税金負債
その他有価証券評価差額        497百万円
特別償却準備金                 68
繰延税金負債合計        566

繰延税金資産の純額          4,570百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異がある時の、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率                     41.12％
（調整）

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金限度超過額    2,248百万円
その他有価証券評価差額        977
賞与引当金限度超過額          546
減価償却費限度超過額          473
役員退職慰労引当金限度超過額  357
未払事業税否認額               96
前払委託研究費                 63
その他                         76
繰延税金資産合計      4,840

繰延税金負債
特別償却準備金                 91百万円
繰延税金負債合計         91

繰延税金資産の純額          4,749百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異がある時の、当
該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率                    41.12％
（調整）

その他有価証券のスケジューリ
ング見直しによる期末繰延税金
資産の減額修正

5.97％
交際費等永久に損金算入
されない項目

1.16％

交際費等永久に損金算入されな
い項目

5.92％ 受取配当金等永久に益金算
入されない項目

△0.15％

税率変更による期末繰延税金資
産の減額修正

4.01％ 税額控除 △1.86％

税額控除  △10.58％ 非上場有価証券一時差異認
識

△0.65％

その他 0.91％ 住民税均等割額    0.37％

その他 0.35％税効果会計適用後の法人税等の
負担率 47.35％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

40.34％
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当 事 業 年 度
（平成１５年９月３０日現在）

前 事 業 年 度
（平成１４年９月３０日現在）

３．外形標準課税導入に伴う税効果への影響
地方税法等の一部を改正する法律（平成１５
年法律第９号）が平成１５年３月３１日公布
されたことに伴い、当事業年度における一時
差異等のうち、平成１６年９月末までに解消
が予定されるものは改正前の実効税率、平成
１６年１０月以降に解消が予定されるものは
改正後の実効税率を使用しております。この
変更に伴い、当事業年度末の繰延税金資産の
金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
が１３７百万円減少し、当事業年度の法人税
等調整額の金額が同額増加しております。

３．

（１株当たり情報）

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

（
自  平成１４年１０月１日
至  平成１５年９月３０日

） （
自  平成１３年１０月１日
至  平成１４年９月３０日

）

１株当たり純資産額　　　７１４円５０銭
１株当たり当期純利益　　　２５円７７銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益　　　２３円５５銭

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株
当たり当期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用して
おります。
同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し
て算定した場合の１株当たりの情報は、次のと
おりであります。

１株当たり純資産額　　　６９８円０６銭
１株当たり当期純利益　　　３６円９１銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益　　　３４円１２銭

１株当たり純資産額　　　６９８円８８銭
１株当たり当期純利益　　　３７円７２銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益　　　３４円８６銭

当事業年度の１株当たり情報の計算については、
「財務諸表等規則の改正」により、発行済株式数
から、自己株式数を控除した株式数に基づき算出
しております。
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次

のとおりであります。

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度
項 目

（
自　平成 14年 10月1日
至　平成 15年 9月 30日 ） （

自　平成 13年 10月1日
至　平成 14年 9月 30日 ）

１株当たり当期純利益金額
当期純利益（百万円） １，８０１ ―
普通株主に帰属しない金額（百万円） ５５ ―
（うち利益処分による役員賞与金） （５５） ―
普通株式に係る当期純利益（百万円） １，７４６ ―
普通株式の期中平均株式数（千株） ６７，７６１ ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
当期純利益調整額（百万円） ２５ ―
（うち支払利息（税額相当額控除後）（百万
円））

（２５） ―

普通株式増加数（千株） ７，４５９ ―
（うち転換社債（千株）） （７，４５９） ―
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

― ―

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４．売上高の概況

（１）製品別の内訳
（単位：百万円）

当 期    前 期    

(
自 平成 14 年 10 月１日
至 平成 15 年９月 30 日

) (
自 平成 13 年 10 月１日
至 平成 14 年９月 30 日

)
増 減    

期 別   

主な製品名 金 額    構成比率 金 額    構成比率 金 額   増減率   

光電子増倍管
（7,247）
 10,517

      ％
 （13.6）
   19.7

（7,530）
 10,530

      ％
 （14.9）
   20.8

  (△283)
△12

     ％
(△3.8）
 △0.1

イメージ機器
および光源

（3,366）
  8,709

 （ 6.3）
   16.4

（3,412）
  7,982

 （ 6.7）
   15.8

(△46）
727
(△1.4）
   9.1

光半導体素子       
(11,109)
 24,840

 （20.8）
   46.6

 (9,387)
 22,615

 （18.5）
   44.7

 （1,721）
   2,225

（18.3）
   9.8

画像処理・計測装置
 (2,912)
  8,305

 （ 5.5）
   15.6

 (2,364)
  8,652

 （ 4.7）
   17.1

   （548）
   △347

(23.2）
△4.0

そ の 他       
 (   95)
    921

 （ 0.2）
    1.7

 (   83)
    803

 （ 0.2）
    1.6

    ( 12)
     118

  (14.6)
14.7

合 計       
(24,731)
 53,295

 （46.4）
  100.0

(22,779)
 50,583

 （45.0）
  100.0

 （1,952）
   2,711

（ 8.6）
   5.4

（注） （  ）内数字は内数であり、輸出販売額であります。

（２）地域別の内訳

（単位：百万円）

当 期    前 期    

（
自 平成 14 年 10 月１日
至 平成 15 年９月30 日

）（
自 平成 13 年 10 月１日
至 平成 14 年９月30 日

）
増 減    

期 別    

地 域 別    金 額   構成比率 金 額   構成比率 金 額   増減率

国 内     28,563 53.6％ 27,804 55.0％ 759 2.7％

米 国     11,339 21.3 11,101 21.9 237 2.1

欧 州     6,353 11.9 5,949 11.8 403 6.8

ア ジ ア     6,768    12.7 5,528    10.9 1,240 22.4

そ の 他     270 0.5 199 0.4 70 35.5

合 計   53,295 100.0 50,583 100.0 2,711 5.4



　（３）業界別の内訳　

　　（単位：百万円）

光電子増倍管

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

医用機器 4,336 4,155 4,097

分析機器 2,063 1,760 1,904

計測機器 1,304 1,400 1,682

学術研究 1,294 1,500 1,363

産業用機器 814 618 580

その他 587 1,094 891

５４期 ５５期 ５６期

イメージ機器および光源

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

産業用機器 4,055 3,480 4,225

分析機器 1,878 1,910 1,909

医用機器 826 1,090 977

学術研究 323 345 326

光学・写真機器 255 242 227

計測機器 231 136 218

保安・警報機器 215 186 203

その他 581 590 620

５４期 ５５期 ５６期

画像処理・計測装置

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

産業用機器 4,405 3,446 3,017

学術研究 2,582 2,918 2,686

通信･情報機器 683 480 707

医用機器 401 344 409

計測機器 340 160 219

分析機器 195 224 202

その他 1,520 1,077 1,060

５４期 ５５期 ５６期

光半導体素子

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

24,000

27,000

医用機器 4,942 5,930 8,221

産業用機器 3,470 3,792 4,242

通信･情報機器 4,988 4,621 3,537

輸送機器 1,699 1,836 2,325

分析機器 1,541 1,289 1,403

計測機器 2,112 1,066 1,243

学術研究 742 1,155 1,222

民生機器 1,165 1,002 988

その他 2,269 1,919 1,655

５４期 ５５期 ５６期
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役員の異動（平成１５年１２月１９日予定）

１．代表者の異動 該当事項はありません。

２．その他の役員の異動

（１）新任取締役候補 該当事項はありません。

（２）退任予定取締役 加 藤 昌 由
田 中 栄 一　[当社顧問に就任予定]

（３）新任監査役候補 該当事項はありません。
       
（４）退任予定監査役 該当事項はありません。

以   上




